
東京フレキシブルオフィス市場の
最新動向
東京フレキシブルオフィスの市場拡大が続く

東京都心5区におけるフレキシブルオフィス*の市場の拡

大が続いている。2026年上半期にもフレキシブルオフィ

ス事業者による新規開設が相次ぎ、2026年上半期末時点

の総ストックは2025年末に比べて約3,400坪（2.3％）増

加し、150,220坪、拠点数では414件となった（図表1）。

当期中の新規供給には、新規出店の他に、閉鎖された拠

点の再開もみられた。
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*本レポートにおいてフレキシブルオフィスとは、月単位などの短期契約で、拠点
の増減や席数の変更などに柔軟に対応できる全グレードのオフィスを指し、コ
ワーキングスペースやサービスオフィス、シェアオフィスなどを含む。

オフィスの需給逼迫が

フレキシブルオフィス需要を後押し

東京では、オフィス空室率の低下を背景に、契約更新時

の賃料上昇圧力が高まっている。こうしたなか、増床や

分室開設の受け皿として、柔軟な契約形態を有するフレ

キシブルオフィスを活用する企業が増加している。また、

新規事業の立ち上げや事業成長に対応できる機動的な

ワークスペースに対するニーズも拡大している。これら

を背景に、東京フレキシブルオフィスの需要は底堅く、

稼働率も堅調に推移している。

図表 1   東京フレキシブルオフィスの総ストック推移
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図表 2  新規開設の過去推移および予測（坪）
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2026年の東京におけるフレキシブルオフィスの新規開

設面積は、年間約9,000坪となる見通しである。当面、

企業の人員増加や事業拡大が続くとみられることから、

オフィス市場では低水準の空室率と賃料の上昇基調が

続くと予想される。こうした市場環境に加え、増床や

新規事業への機動的な対応など、企業のオフィスニー

ズが多様化するなか、フレキシブルオフィスの活用は

さらに広がるとみられる。東京のフレキシブルオフィ

ス市場は引き続き着実な拡大が見込まれる。
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をご覧ください。

東京グレードAオフィス市場におけるフレキシブルオ

フィスの浸透率は昨年並み、今後さらなる拡大余地

東京グレードAオフィス市場**に占めるフレキシブルオ

フィスの割合は、2026年上半期末時点で2.1%と昨年並

みの水準を維持している。一方、事業者による開設意

欲は引き続き旺盛であり（前頁図表２）、2026年下半

期から来年にかけて竣工予定のビルでも複数の開設計

画が公表されている。こうした動向を踏まえると、東

京フレキシブルオフィス市場は今後も着実な拡大が見

込まれる。
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**東京グレードAオフィスとは、東京の千代田区、港区、中央区、渋谷区、
新宿区で指定されたエリアで延べ床面積9,075坪以上、基準階面積302坪以
上、竣工年1990年以降のビルと定義する
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